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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第149期

中間連結会計期間
第150期

中間連結会計期間
第149期

会計期間
自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2026年４月１日
至2026年９月30日

自2025年４月１日
至2026年３月31日

営業収益 （百万円） 96,690 103,522 196,244

経常利益 （百万円） 7,654 9,012 15,808

親会社株主に帰属する中間（当期）

純利益
（百万円） 6,900 9,433 17,668

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 21,561 11,569 62,852

純資産額 （百万円） 288,654 329,258 325,072

総資産額 （百万円） 462,132 513,958 513,098

１株当たり中間（当期）純利益    （円） 89.79 124.47 230.86

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
   （円） 89.73 124.39 230.72

自己資本比率    （％） 60.1 61.8 61.2

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 12,932 10,670 28,162

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △4,575 △313 △20,001

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △8,543 △12,813 △14,303

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 44,458 36,893 39,070

　（注）当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

 

 

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありませ

ん。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の状況

当中間連結会計期間の経済環境は、国内においては、中東情勢の影響に不透明感があるもの

の、設備投資や生産は改善傾向を示し、個人消費も次第に持ち直すなど、緩やかな景気回復が続

きました。海外では、米国において緩やかな景気拡大が継続した一方、中国においては不動産市

場の停滞等の影響により景気は緩やかに減速しました。

このような情勢のもと、当社グループは、中期経営計画で掲げた成長戦略に基づき、企業価値

向上に向けた取組みを遂行してまいりました。

物流事業では、国内においては、コスト上昇に対応する適正料金の収受に努めてまいりまし

た。海外においては、2026年８月にSumitomo Warehouse(India) Private Limited（インド住友倉

庫会社）を設立し、国内外の物流ネットワークとインド法人を連携させることで、インドと日

本・アジア・欧州・北米を結ぶ国際輸送サービスの拡充を図りました。

不動産事業では、埼玉県三郷市で建設を進めていた物流施設を2026年８月に竣工させたほか、

前期に共有持分を追加取得した賃貸用オフィスビルの稼働率の上昇に努めるなど、収益規模の拡

大を図りました。

このような取組みのもと、当中間連結会計期間につきましては、国際輸送収入が増収となった

ことなどから、営業収益は1,035億22百万円（前年同期比7.1％増）となりました。営業利益は増

収により67億6百万円（同23.6％増）となり、経常利益は90億12百万円（同17.7％増）となりまし

た。親会社株主に帰属する中間純利益は、政策保有株式の一部売却に伴う投資有価証券売却益を

計上したことなどにより94億33百万円（同36.7％増）となりました。

 

　　セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

①物流事業

倉庫業では、定温貨物等の取扱いが増加したことなどから、倉庫収入は167億65百万円（前年

同期比1.8％増）となりました。港湾運送業では、一般荷捌及びコンテナ荷捌が増収となったこ

となどから、港湾運送収入は176億67百万円（同4.8％増）となりました。国際輸送業では、国

際一貫輸送及び航空貨物輸送の増収に加えて為替の影響等もあり、国際輸送収入は300億98百万

円（同14.3％増）となりました。陸上運送業及びその他の業務では、貨物輸送の取扱いが増加

したことなどから、陸上運送ほか収入は330億72百万円（同3.5％増）となりました。

以上の結果、物流事業の営業収益は976億3百万円（前年同期比6.5％増）となり、営業利益

は、増収により71億96百万円（同10.7％増）となりました。

②不動産事業

不動産事業では、販売用不動産の売却に加え、前期に共有持分を追加取得した賃貸用オフィ

スビルの賃貸料が寄与したことなどから、営業収益は62億18百万円（前年同期比15.6％増）と

なりました。営業利益は増収に加え、不動産取得税等が減少したことなどにより、29億42百万

円（同34.2％増）となりました。
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（注）１．上記の各セグメントの営業収益には、セグメント間の内部営業収益2億99百万円（前年

同期2億93百万円）を含んでおります。

２．上記の各セグメントの営業利益は、各セグメントに帰属しない全社費用等34億32百万円

（前年同期32億70百万円）控除前の利益であります。

 

セグメント別の営業収益内訳

内訳
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日）

前年同期比増減

増減額 比率％

物流事業     91,605百万円     97,603百万円  5,997百万円 6.5

（倉庫収入） (16,475) (16,765) (289) (1.8)

（港湾運送収入） (16,858) (17,667) (809) (4.8)

（国際輸送収入） (26,321) (30,098) (3,776) (14.3)

（陸上運送ほか収入） (31,949) (33,072) (1,122) (3.5)

不動産事業 5,378 6,218 840 15.6

（不動産事業収入） (5,378) (6,218) (840) (15.6)

計 96,984 103,821 6,837 7.1

セグメント間内部営業収益 △293 △299 △6 －

純営業収益 96,690 103,522 6,831 7.1

 

(2) 財政状態の状況

資産合計は、物流業界の社会課題の解決につながる出資並びに株式相場の上昇に伴う「投資有

価証券」の増加及び営業収益の増収に伴う「営業未収入金」の増加等により、前期末比0.2％増の

5,139億58百万円となりました。負債合計は、借入金の返済に伴う「長期借入金」の減少等によ

り、前期末比1.8％減の1,846億99百万円となりました。純資産合計は、親会社株主に帰属する中

間純利益の計上に伴う「利益剰余金」の増加等により、前期末比1.3％増の3,292億58百万円とな

りました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益及び減価償却による資金の

留保等により、106億70百万円の増加（前年同期は129億32百万円の増加）となりました。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等により、3億13百万

円の減少（前年同期は45億75百万円の減少）となりました。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済による支出、配当金の支払い及び自己

株式の取得等により、128億13百万円の減少（前年同期は85億43百万円の減少）となりました。

当中間連結会計期間の中間連結キャッシュ・フローは、以上の結果に「現金及び現金同等物に

係る換算差額」（2億79百万円）を加えた全体で21億77百万円の減少となり、現金及び現金同等物

の中間期末残高は、368億93百万円となりました。
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(4) 経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要

な変更はありません。

 

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に

ついて重要な変更はありません。

 

(6) 研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(7) 従業員数

　当中間連結会計期間において、従業員数に著しい変動はありません。

 

(8) 生産、受注及び販売の実績

　当中間連結会計期間において、生産、受注及び販売の実績に著しい変動はありません。

 

(9) 主要な設備

　当中間連結会計期間において、主要な設備の著しい変動並びに新設及び改修計画の著しい変更

はありません。

 

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社住友倉庫(E04285)

半期報告書

 5/23



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発
行数(株)
 （2026年９月30日）

提出日現在発行数(株)
（2026年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 76,614,215 76,614,215
東京証券取引所

プライム市場
単元株式数100株

計 76,614,215 76,614,215 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額(百万円)

資本準備金
残高(百万円)

2026年４月１日～

2026年９月30日
－ 76,614,215 － 14,922 － 11,755
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（５）【大株主の状況】
  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合(％)

住友不動産株式会社 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 7,854 10.42

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区赤坂一丁目８番１号 7,813 10.36

大和ハウス工業株式会社 大阪市北区梅田三丁目３番５号 5,000 6.63

GOLDMAN, SACHS ＆ CO. REG

（常任代理人　ゴールドマン・サックス証

　券株式会社）

200 WEST STREET NEW YORK，NY, USA

（東京都港区虎ノ門二丁目６番１号）
2,647 3.51

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海一丁目８番12号 2,271 3.01

住友生命保険相互会社 東京都中央区八重洲二丁目２番１号 1,795 2.38

住友商事株式会社 東京都千代田区大手町二丁目３番２号 1,690 2.24

三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台三丁目９番地 1,667 2.21

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 1,611 2.14

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 1,597 2.12

計 － 33,948 45.03

（注）１．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）及び株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式

は、信託業務に係るものであります。

２．2025年９月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友信託銀行

株式会社並びにその共同保有者である三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社及びアモーヴァ・

アセットマネジメント株式会社が、2025年９月15日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載され

ているものの、上記大株主の状況に記載した三井住友信託銀行株式会社の所有株式数1,611千株を除き、当

社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができません。

 その大量保有報告書（変更報告書）に基づく、所有株式数及び発行済株式総数に対する所有株式数の割合

は以下のとおりであります。

 なお、当社は2026年３月31日付で、会社法第178条の規定に基づく自己株式の消却を実施し、発行済株式総

数が1,133,100株減少し、76,614,215株となっておりますが、発行済株式総数に対する所有株式数の割合

は、当該消却前の割合で記載しております。

 氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

三井住友信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目４番

１号
1,611 2.07

三井住友トラスト・アセットマネジ

メント株式会社
東京都港区芝公園一丁目１番１号 1,662 2.14

アモーヴァ・アセットマネジメント

株式会社
東京都港区赤坂九丁目７番１号 841 1.08

計 － 4,115 5.29
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,233,100 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 74,846,800 748,468 同上

単元未満株式 普通株式 534,315 － －

発行済株式総数  76,614,215 － －

総株主の議決権  － 748,468 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が2,500株（議決

権25個）含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式69株が含まれております。

 

 

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社住友倉庫
大阪市北区中之島

三丁目２番18号
1,222,500 － 1,222,500 1.60

住和港運株式会社
大阪市西区安治川

二丁目１番11号
10,600 － 10,600 0.01

計 － 1,233,100 － 1,233,100 1.61

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年

大蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連

結財務諸表規則第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日

から2026年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中

レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 42,376 40,299

受取手形及び営業未収入金 20,831 22,195

販売用不動産 2,618 2,620

その他 10,541 10,077

貸倒引当金 △105 △111

流動資産合計 76,262 75,081

固定資産   

有形固定資産   
建物及び構築物（純額） 92,348 95,665
機械装置及び運搬具（純額） 6,935 6,985
船舶（純額） 306 278
工具、器具及び備品（純額） 1,090 1,082

土地 90,231 89,631

建設仮勘定 4,100 766

その他（純額） 4,820 4,832

有形固定資産合計 199,833 199,243

無形固定資産   

借地権 5,165 5,166

ソフトウエア 1,534 1,419

その他 1,286 1,265

無形固定資産合計 7,986 7,851

投資その他の資産   

投資有価証券 216,299 218,616

長期貸付金 129 167

退職給付に係る資産 5,495 5,670

繰延税金資産 787 799

その他 6,723 6,950

貸倒引当金 △419 △422

投資その他の資産合計 229,015 231,782

固定資産合計 436,835 438,877

資産合計 513,098 513,958
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 12,504 12,837

短期借入金 9,172 12,049

未払法人税等 3,379 4,076

賞与引当金 1,695 2,175

その他 9,700 9,131

流動負債合計 36,452 40,270

固定負債   

社債 25,000 25,000

長期借入金 44,322 36,768

繰延税金負債 67,554 68,155

役員退職慰労引当金 80 76

退職給付に係る負債 2,865 2,935

長期預り金 8,741 8,498

その他 3,007 2,993

固定負債合計 151,572 144,428

負債合計 188,025 184,699

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,922 14,922

資本剰余金 12,344 12,361

利益剰余金 148,899 154,407

自己株式 △1,167 △4,489

株主資本合計 174,999 177,203

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 124,731 125,829

為替換算調整勘定 9,116 10,030

退職給付に係る調整累計額 4,994 4,691

その他の包括利益累計額合計 138,841 140,551

新株予約権 54 54

非支配株主持分 11,176 11,448

純資産合計 325,072 329,258

負債純資産合計 513,098 513,958
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業収益   

倉庫収入 16,475 16,765

港湾運送収入 16,858 17,667

国際輸送収入 26,321 30,098

陸上運送収入 25,089 25,741

物流施設賃貸収入 3,147 3,362

不動産賃貸収入 5,018 5,480

その他 3,780 4,406

営業収益合計 96,690 103,522

営業原価   

作業諸費 54,334 58,408

人件費 15,215 15,882

賃借料 4,128 4,249

租税公課 1,329 1,435

減価償却費 5,268 5,354

その他 5,638 5,997

営業原価合計 85,914 91,328

営業総利益 10,776 12,194

販売費及び一般管理費   

給料手当及び福利費 2,780 2,901

賞与引当金繰入額 335 337

退職給付費用 50 4

その他 2,185 2,243

販売費及び一般管理費合計 5,351 5,487

営業利益 5,424 6,706

営業外収益   

受取利息及び配当金 2,298 2,833

その他 290 190

営業外収益合計 2,588 3,024

営業外費用   

支払利息 255 397

持分法による投資損失 15 41

その他 87 279

営業外費用合計 358 718

経常利益 7,654 9,012
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  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

特別利益   

固定資産売却益 25 909

投資有価証券売却益 2,894 4,616

受取補償金 ※ 212 －

特別利益合計 3,132 5,526

特別損失   

固定資産除却損 197 86

関係会社株式売却損 － 33

特別損失合計 197 119

税金等調整前中間純利益 10,589 14,418

法人税、住民税及び事業税 3,220 4,283

法人税等調整額 40 242

法人税等合計 3,260 4,525

中間純利益 7,328 9,893

非支配株主に帰属する中間純利益 427 459

親会社株主に帰属する中間純利益 6,900 9,433
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【中間連結包括利益計算書】
  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益 7,328 9,893

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 15,867 1,046

為替換算調整勘定 △1,124 685

退職給付に係る調整額 △200 △302

持分法適用会社に対する持分相当額 △308 245

その他の包括利益合計 14,233 1,676

中間包括利益 21,561 11,569

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 21,077 11,143

非支配株主に係る中間包括利益 483 425
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 10,589 14,418

減価償却費 5,463 5,570

受取補償金 △212 －
引当金の増減額（△は減少） 367 479

受取利息及び受取配当金 △2,298 △2,833

支払利息 255 397
持分法による投資損益（△は益） 15 41
固定資産売却損益（△は益） △25 △909

固定資産除却損 197 86
投資有価証券売却損益（△は益） △2,894 △4,616
売上債権の増減額（△は増加） △46 △1,272
仕入債務の増減額（△は減少） 542 285

その他 △1,475 △913

小計 10,479 10,733

利息及び配当金の受取額 2,353 2,831

利息の支払額 △255 △399

補償金の受取額 4,224 1,145

法人税等の支払額 △3,868 △3,641

営業活動によるキャッシュ・フロー 12,932 10,670

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △873 △990

定期預金の払戻による収入 822 1,007

有形固定資産の取得による支出 △6,650 △5,119

有形固定資産の売却による収入 116 1,521

無形固定資産の取得による支出 △755 △486

投資有価証券の取得による支出 △69 △1,300

投資有価証券の売却による収入 3,005 5,096

子会社株式の取得による支出 － △230

貸付金の回収による収入 10 11

その他 △181 177

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,575 △313

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 232 120

短期借入金の返済による支出 △230 △169

長期借入れによる収入 580 －

長期借入金の返済による支出 △1,227 △4,627

自己株式の取得による支出 △2,920 △3,502

配当金の支払額 △4,064 △3,922

非支配株主への配当金の支払額 △150 △149

その他 △763 △563

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,543 △12,813

現金及び現金同等物に係る換算差額 △306 279

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △492 △2,177

現金及び現金同等物の期首残高 44,950 39,070

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 44,458 ※ 36,893
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

一部の連結子会社においては、税金費用の計算にあたり、当中間連結会計期間を含む連結会計

年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

 

（中間連結貸借対照表関係）

保証債務

　下記会社の借入金に対し債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

夢洲コンテナターミナル㈱ 301百万円 261百万円

　このほかに従業員の住宅資金銀行借入に対し、前連結会計年度5百万円、当中間連結会計期間6

百万円の保証を行っております。

 

 

（中間連結損益計算書関係）

※ 受取補償金

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

「なにわ筋線事業」(注）により当社の建物の地下を鉄道が通過することに伴って発生した、物件

移転補償金及び区分地上権設定対価補償金等であります。
 

（注）2023年３月に開業した大阪駅「うめきたエリア」と、ＪＲ難波駅及び南海本線新今宮駅をつなぐ

新たな鉄道建設事業。関西高速鉄道株式会社が鉄道施設を整備・保有し、西日本旅客鉄道株式会

社及び南海電気鉄道株式会社が旅客営業する計画とされております。
 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

該当事項はありません。
 

 
  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

現金及び預金勘定 47,261百万円 40,299百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,803百万円 △3,406百万円

現金及び現金同等物 44,458百万円 36,893百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日

定時株主総会
普通株式 4,058 52.5 2025年３月31日 2025年６月27日 利益剰余金

 

(2)　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間

末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月６日

取締役会
普通株式 3,934 51.5 2025年９月30日 2025年12月１日 利益剰余金

 

 

２．株主資本の金額の著しい変動

自己株式の取得

当社は、2025年５月９日開催の取締役会の決議に基づき、当中間連結会計期間において自己株

式952,400株、2,917百万円を取得いたしました。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月25日

定時株主総会
普通株式 3,925 51.5 2026年３月31日 2026年６月26日 利益剰余金

 

(2)　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間

末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月５日

取締役会
普通株式 3,882 51.5 2026年９月30日 2026年12月１日 利益剰余金

 

 

２．株主資本の金額の著しい変動

自己株式の取得

当社は、2026年５月12日開催の取締役会の決議に基づき、当中間連結会計期間において自己株

式876,700株、3,499百万円を取得いたしました。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

報告セグメントごとの営業収益及び利益の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）２

 物流事業 不動産事業 計

営業収益      

外部顧客への営業収益 91,601 5,089 96,690 － 96,690

セグメント間の内部営業収益
又は振替高

4 288 293 △293 －

計 91,605 5,378 96,984 △293 96,690

セグメント利益 6,502 2,192 8,694 △3,270 5,424

（注）１．セグメント利益の調整額△3,270百万円のうち、各報告セグメントに配分していない全社費用は△

3,276百万円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社及び一部の連結子会社

の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

報告セグメントごとの営業収益及び利益の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）２

 物流事業 不動産事業 計

営業収益      

外部顧客への営業収益 97,598 5,923 103,522 － 103,522

セグメント間の内部営業収益
又は振替高

4 295 299 △299 －

計 97,603 6,218 103,821 △299 103,522

セグメント利益 7,196 2,942 10,138 △3,432 6,706

（注）１．セグメント利益の調整額△3,432百万円のうち、各報告セグメントに配分していない全社費用は△

3,423百万円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社及び一部の連結子会社

の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（単位：百万円）

 物流事業 不動産事業 計

倉庫収入 16,475 － 16,475

港湾運送収入 16,858 － 16,858

国際輸送収入 26,321 － 26,321

陸上運送ほか収入 28,798 － 28,798

不動産事業収入 － 442 442

顧客との契約から生じる収益 88,454 442 88,896

その他の収益 3,147 4,647 7,794

外部顧客への営業収益 91,601 5,089 96,690

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

（単位：百万円）

 物流事業 不動産事業 計

倉庫収入 16,765 － 16,765

港湾運送収入 17,667 － 17,667

国際輸送収入 30,098 － 30,098

陸上運送ほか収入 29,705 － 29,705

不動産事業収入 － 819 819

顧客との契約から生じる収益 94,236 819 95,055

その他の収益 3,362 5,103 8,466

外部顧客への営業収益 97,598 5,923 103,522
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

　１株当たり中間純利益 89円79銭 124円47銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
6,900 9,433

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間

純利益（百万円）
6,900 9,433

普通株式の期中平均株式数（千株） 76,851 75,792

　潜在株式調整後１株当たり中間純利益 89円73銭 124円39銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 50 43

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

2026年11月５日開催の取締役会において、2026年９月30日現在の株主名簿に記録された株主又は

登録質権者に対し、次のとおり中間配当金を支払うことを決議しました。

中間配当金の総額　　 3,882百万円

１株当たりの額　　　　　51円50銭

支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　2026年12月１日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 
2026年11月９日

株式会社住友倉庫

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人

大阪事務所
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 溝　　静太

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 弓削　亜紀

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社住友倉庫の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026

年４月１日から2026年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中

レビューを行った。
 

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る

我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社住友倉庫及び連結子

会社の2026年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認めら

れなかった。
 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レ

ビューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レ

ビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規

定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子

会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、

結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重

要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。
 

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成

することが適切であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開

示する責任がある。
 

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立

場から中間連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
 

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビュー

の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
 

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の

期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監

査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
 

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な

不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期

中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正

に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に

関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査

人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ

り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
 

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関

連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎と

なる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。
 

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入

手する。監査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ

る。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。
 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レ

ビュー上の重要な発見事項について報告を行う。
 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード

を適用している場合はその内容について報告を行う。
 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。
 

以　上

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しておりま

す。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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